様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2024年　　1月　14日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）さん・えむ・しすてむ　かぶしきがいしゃ
一般事業主の氏名又は名称  サン・エム・システム　株式会社
（ふりがな）みた よしや　　
（法人の場合）代表者の氏名 箕田　美也 　印 
住所　〒103-0006
東京都中央区日本橋富沢町11-1 日本橋富沢町111ビル7F
法人番号　　3010001017626　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	サン・エム・システム株式会社公式Webサイト> DX推進に向けた取り組み

	公表日
	　　　　2024年　1月　12日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	サン・エム・システム株式会社公式Webサイト> 企業情報> > DX推進> DX推進に向けた取り組み
URL: https://www.sun-m.co.jp/company/#anchor_08

	記載内容抜粋
	1. デジタル技術が社会や当社に及ぼす影響について
「２０２５年の崖」（既存システム老朽化・ブラックボックス化） 、消費者のマインド行動の変化（「モノ消費」から 「コト消費」への移行）、デジタル化によるビジネス環境の激変（既存ビジネスの消失）により、企業を取巻く環 境はますます複雑さや不透明さを増しています。
 予測困難な時代においては、自らデジタルデータ/技術を最大限に活用し、顧客や社会のニーズからビジネス モデルを変革させていくとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化、風土を変革させ、競争優位 性を確立させることが求められております。

2. DX ビジョン 
デジタル技術を活用して、よりよい社会を実現するため、 私たちのエクスペリエンスにもとづくサービスを提供し続けます。 

3. ビジネスモデルの方向性 
当社は自社のＤＸを推進すべく、社内のデジタル化とそれにより蓄積されたデジタルデータの活用による新 たな価値創出を目指します。 また、これまで積み上げたシステムインテグレーションの実績と私たちのエクスペリエンスにもとづく DX ソリ ューションを提供し、お客様の DX 推進をサポートし、競争力向上に貢献してまいります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	「サン・エム・システムのDX推進に向けた取り組み
」は、取締役会により承認されたDX戦略方針に基づき作成し公表されたものです。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	サン・エム・システム株式会社公式Webサイト> DX推進に向けた取り組み、サービスサイト

	公表日
	サン・エム・システム株式会社公式Webサイト> 企業情報> DX推進> DX推進に向けた取り組み
2023年　2月　7日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	サン・エム・システム株式会社公式Webサイト> 企業情報> DX推進> DX推進に向けた取り組み>3.ビジネスモデルの方向性
URL: https://www.sun-m.co.jp/company/#anchor_08

②サン・エム・システム株式会社公式Webサイト> 企業情報> DX推進> DX推進に向けた取り組み > DX戦略
URL: https://www.sun-m.co.jp/company/#anchor_08


	記載内容抜粋
	①当社は自社のＤＸを推進すべく、社内のデジタル化とそれにより蓄積されたデジタルデータの活用による新 たな価値創出を目指します。 また、これまで積み上げたシステムインテグレーションの実績と私たちのエクスペリエンスにもとづく DX ソリ ューションを提供し、お客様の DX 推進をサポートし、競争力向上に貢献してまいります。

2 1.自社DXの取り組み
当社は経営面での効果を考慮しながらデジタル化を進めており、以下の通り自社DXを推進しております。
①デジタル活用による業務の効率化・生産性向上
社内の人手作業をデジタル化、自動化をすることで業務の効率化、生産性向上を図っております。蓄積されたデータを積極的に活用することで、ノウハウ獲得、スキル向上、分析力強化を実現し、新たに価値創造が可能となる環境の整備を進めてまいります。
②営業支援システム導入による営業活動の可視化
競争優位性を確保するため営業支援システムを導入しました（2023年度12月）。営業支援システムの導入により営業担当の経験と勘に頼っていた活動を可視化し、お客様を分析、予測することを目指します。この活動により、営業手法の変革やすでに導入済みである販売管理システムとの連携（2025年度までに実現予定）、予算管理システムの導入（2026年度までに実現予定）と連携することでデータ活用、分析により経営基盤強化を実現させてまいります。
③DXを活用した商品・サービスの開発
●社員のコミュニケーションの量と質を向上させる目的で、クラウドによるエンゲージメント向上ツール「Inc-Resu」を開発・活用しています。
「Inc-Resu」は、社員のコミュニケーション・日々の経験に着目し、デイリーデータを収集し個々の状態を把握します。また、エンゲージメントサーベイ機能を通じて収集したデータを活用し、社員のエンゲージメントを向上させる取り組みを行っています。
●「事業戦略と自律的人材育成の架け橋を作る」をコンセプトに、IT人材育成支援ツール／iCD活用ツール（クラウドサービス）「G-COMPATH」を開発・活用しています。G-COMPATHは事業戦略を「役割」や「キャリアパターン」に落とし込みそれぞれのキャリアパターンに合わせた目標設定や自己の成長レベルの確認が可能です。それらの収集された評価データを活用し、問題解決や改善策の策定、人材育成の進化に努めております。
2.お客様へのDX推進の提供
当社はこれまでさまざまな業種のお客様に対してシステムインテグレーションを提供してまいりました。これらの経験から得られた実績を活かし、自社のデジタル化とデータの活用ノウハウを提供することでお客様のDXを最適化するお手伝いをいたします。さらに、お客様と一緒に歩みながらお客様の業務プロセスにおける問題点や改善点、そしてニーズを把握し可視化することで、コスト削減や業務の効率化をDXで実現するための提案活動を進めてまいります。

【DX戦略における具体的方策】
デジタル化技術の活用
●ソフトウェア開発の生産性向上(クラウドネイティブアプリの活用)
●開発手法の変革(アジャイル開発、ローコード開発、ノーコード開発等)
●データサイエンスへの取組(統計分析、機械学習、人工知能等)
●データ活用の実践(データに基づく業務の実践等)
●業務自動化への取組(AI、RPA等の活用)
●営業業務の変革(SFA・予算管理システムの活用)

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	「サン・エム・システムのDX推進に向けた取り組み
」は、取締役会により承認されたDX戦略方針に基づき作成し公表されたものです。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 サン・エム・システム株式会社公式Webサイト> 企業情報> DX推進> DX推進に向けた取り組み > 4.DX推進体制
URL: https://www.sun-m.co.jp/company/#anchor_08

2 サン・エム・システム株式会社公式Webサイト> 企業情報> DX推進> DX推進に向けた取り組み > DX事業の体制
URL: https://www.sun-m.co.jp/company/#anchor_08

	記載内容抜粋
	1 4. DX 推進体制
戦略のスムーズな進行のため、2021 年４月に、以下の役割を持つ組織（技術本部）を新設しました。 
✓社内のDX推進 （社内DX推進Gr）
✓社内外向け サブスクリプションサービス創出（新規ソリューション開発Gr）
また、2023 年４月には取締役社長をプロジェクト長とし、7つの本部の責任者による組織となりました。

5. DX 人材育成
人材の育成については、以下を重点施策として位置づけ推進しております。 
✓ チャレンジと成長を応援する新人事制度の策定とキャリアパスの再定義、「G-COMPATH」（自社サービ ス）によるスキル可視化と分析、改善 
✓ DX に纏わるテクノロジー人材の育成 
✓ DX アドバイザー（中小企業向けコンサルティング）の育成

②【DX事業の体制】
DX推進プロジェクトは、取締役社長を統括責任者とし、7つの本部の責任者によって組織されています。各部門は社内外のデジタル化、データの活用、サービス開発の実行を推進します。月次の経営会議において経営幹部への情報共有と評価を行いPDCAサイクルを回しております。

【DX人材育成】
DX人材の育成の方策
①新人事制度の策定とキャリアパスの推進
新たな人事制度として、経営戦略を具現化するための必要な人材像を設定し、採用、育成、評価を一元的な「人事ポリシー」にまとめています。
また、IT人材育成支援ツール／iCD活用ツール（G-COMPATH）の利用により日々の成長を実現しております。
②推奨資格の選定
DX時代にふさわしいデジタル技術力、データ分析力等を十分に備えた人材を育成するため、以下の推奨資格を設定しています。

●DXアドバイザー（中小企業個人情報セキュリティ推進協会）
●AWS認定資格（Amazon Web Service）
●マイクロソフト認定プロフェッショナル（Azure）
●Kubernetes技術者認定（CNCF）
●スクラム認定資格（Scrum Alliance）
●アジャイルソフトウェア開発技術者検定（アジャイルソフトウェア開発技術者検定試験 コンソーシアム）
●統計検定（日本統計学会）
●データサイエンティスト検定（日本データサイエンティスト協会）



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	①サン・エム・システム株式会社公式Webサイト> 企業情報> DX推進> DX推進に向けた取り組み > ITシステム・デジタル技術の整備に向けた方策
URL: https://www.sun-m.co.jp/company/#anchor_08

②サン・エム・システム株式会社公式Webサイト> 企業情報> DX推進> DX推進に向けた取り組み > デジタル技術による社内外への発信の強化
URL: https://www.sun-m.co.jp/company/#anchor_08

	記載内容抜粋
	1 【ITシステム・デジタル技術の整備に向けた方策】
既存のシステムをデジタル化することでデータを活用できる仕組みへ更改してまいります。
データの可視化と利活用を推進します。最新データに基づいたリアルタイムな状況把握を行います。
デジタルコミュニケーションツールを整備して、従業員同士や部門間での円滑な情報共有とコラボレーションができるように推進します。

2 【デジタル技術による社内外への発信の強化】
セミナー開催によるリード獲得と営業支援ツールでのデータ利活用においてBtoBマーケティングを強化していく
プログラミングやクラウドの技術ブログを公開し、自社の認知度と技術力のアピールを行う



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	サン・エム・システム株式会社公式Webサイト> DX推進に向けた取り組み

	公表日
	　　　　2023年　2月　7日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 サン・エム・システム株式会社公式Webサイト> 企業情報> DX推進> DX推進に向けた取り組み
URL: https://www.sun-m.co.jp/company/#anchor_08

3 サン・エム・システム株式会社公式Webサイト> 企業情報> DX推進> DX推進に向けた取り組み > DX戦略の進捗指標（KPI）
URL: https://www.sun-m.co.jp/company/#anchor_08

	記載内容抜粋
	DX 戦略の進捗指標
DX 推進の進捗状況については、以下を指標値として目標を設定し、PDCA を回しております。 
✓ DX ソリューションの取引件数と売上高 
✓ DX に纏わるテクノロジー関連資格の取得者数

4 【DX戦略の進捗指標（KPI）】
・DX事業として2026年度に当社売上額と取引件数における一定割合の達成を目標とする
・DXに纏わるテクノロジー関連資格の取得者数を2026年度までに一定割合の達成を目標とする
・DXアドバイザーの取得者数を2026年度までに一定割合の達成を目標とする



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　2023年　11月　8日


	発信方法
	サン・エム・システム株式会社公式Webサイト> 企業情報> DX推進> DX推進に向けた取り組み > 7.経営者DX推進メッセージ
URL: https://www.sun-m.co.jp/company/#anchor_08


	発信内容
	実行執務総括責任者である取締役社長 林田栄一により以下の通り発信している。

7. 経営者DX推進メッセージ
サン・エム・システムは、ビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立するため、デジタルトランスフォーメーション（DX:Digital Transformation)に取り組んで参ります。
DX戦略として、「デジタル技術の向上」、「デジタル人材の育成」を推進し、今後も当社のビジネスモデルの変革への取り組み状況を発信して参ります。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　2023年　2月


	実施内容
	DX推進指標による自己診断を実施し、IPA自己診断フォーマットに入力しております。

最新のデジタル技術については、経営会議においてDXプロジェクト動向を把握し、評価を踏まえお客様ビジネスへのソリューション適用の可能性を検討しております。
また、自社のサブスクリプションサービスについては、ビジネス環境や利用状況を調査分析し、現状を定期的に分析・評価し、課題を経営会議等の会議体で議論しております。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2007年 ～継続実施中


	実施内容
	2007年よりプライバシーマークを取得(JISQ15001)、毎年継続審査、2年毎の更新審査を行い認定を維持している。
認証登録番号：第10822575号
登録日:  2007年9月7日
URL: https://www.sun-m.co.jp/company/ >企業情報>資格情報

2022年には情報セキュリティマネジメントシステム(ISMS)を取得、定期審査を受けて認証を維持している。

認証登録番号：
　品質： ＱＡ２２０２３０
　情報セキュリティ： ＩＡ２２０２２９
登録日:  2022年10月3日
URL: https://www.sun-m.co.jp/company/ >企業情報>資格情報

社内のセキュリティインシデントの窓口、切り分け、対応を行う情報セキュリティ対策室を立ち上げ、継続的にセキュリティに対応している。

当社に在籍している登録セキスぺの人数：5名



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

